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年 頭 所 感 

 

                    社団法人日本絹人繊織物工業会 

                          会 長 渡  邉  正 義 

 

会員の皆様には新しい年を迎えられましたこととお慶び申し上げます。 

２０１１年は日本にとって、東日本大震災による試練の年でした。同時に世界的にも

大きな変動の年でもありました。欧州では、０９年末にギリシャに始まった金融危機が

イタリアにまで及び、ユーロの崩壊まで論じられています。 

一方で中国、インドなどの新興国は、欧米市場の景気の低迷もあって、成長に陰りが

見え始めています。今の先進国には世界を牽引する余裕はなく、新興国も自国を安定さ

せ、秩序をつくることも困難な状況ですが、我が国が外交のあらゆる面で積極的に国際

的な役割を果たし、リーダーシップを発揮することが重要と考えます。 

国内に目を転じますと、繊維に限らず、中小企業により構成されている多くの産地・

地場産業は廃業や撤退が相次ぎ、存亡の危機に瀕しています。我が国は、エネルギー・

物流・社会資本・租税・社会保障負担など、諸外国に比べ高コスト構造は周知のとおり

でまた、東日本大震災による電力需給のひっ迫による節電要請や電力料金の値上げ圧力

http://www.kinujinsen.com/�
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等、ものづくりがしにくい環境が続いています。こうした高コスト構造を是正し、まず

は諸外国と同等な国内生産基盤を整える必要があります。昨今の円高は輸出競争力を低

下させ、国内生産の更なる縮小・生産の海外移転を加速させるばかりでなく、海外から

の安価な製品輸入を増加させるものであります。 

絹織物は東日本大災害の影響により、被災地の和装市場が縮小、また消費者の購買意

欲の減退で、きもの需要が落ち込んでいます。一方、北陸産地の合繊長繊維織物生産は

軽量高密度薄地織物がけん引役となってリーマンショック前の水準まで回復しつつあ

りますが、高密度が故に生産性の低下を招いており、採算は厳しい状況にあります。 

このような状況の中、産地からは若手グループによるものづくりや国内外への販路開

拓に向けた新しい取り組みが報告されています。 

本会は、展示会、新商品開発など産地組合が行う積極的な各種事業に対し、引き続き

支援してまいりますので、会員の皆様におかれましたはご理解とご協力を賜りますよう

お願い申し上げ、年頭のご挨拶と致します。 

 

 

 

年 頭 所 感 

 

                     日本絹人繊織物工業組合連合会 

                      理事長 西    紀  幸 

平成２４年の年頭に当たり謹んで新年のご挨拶を申し上げますとともに、本年が皆様

にとりまして良い年でありますよう心からお祈り申し上げます。 

 顧みますと、昨年は３月１１日に発生した東日本大震災により多くの尊い命が失われ、

加えて東京電力福島原子力発電所の事故により甚大な被害がもたらされました。特に原

発事故は今日もなお国民生活に不安を与え、様々な影響を及ぼしております。一日も早

い原発事故の終息と東北地方の復興を念じてやみません。 

我々繊維業界におきましても需要不振による先行き不透明感と極端な円高による輸

出不振等厳しい現実に直面しておりますが、当会と致しましては次の点を重点課題とし

て取り組んでいきたいと考えております。 

先ず第１は人材育成であります。日本の国際競争力を支えているのは多くのものづく

り中小企業の技術力と信頼性の高さにありますが、近年関連企業の廃業等で優秀な人材

確保が困難となってきております。これを打開するため産地組合はじめ関連組織など地
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域全体での人材育成と地域ブランドの確立など、産地の魅力を発信することが重要と考

えております。 

次に国内生産基盤の強化であります。我が国はエネルギー、物流、税負担など、どれ

をとっても諸外国と比べて高コスト構造になっております。また、東日本大震災による

電力需給のひっ迫などが企業海外移転を助長し、ますます産業の空洞化が進んでいます。

今後はこうした高コスト構造を是正し、諸外国と同等な国内生産基盤を整え、繊維企業

が集積している産地が中心となって継続的に新素材・新商品開発、新用途開拓等を進め

ていきたいと存じます。 

次に国内外の市場の開拓に対する支援の強化であります。我々織物業者はものづくり

には自信があるものの新規顧客の獲得など販路開拓が思うようにいかない企業が多く

存在しています。当会は継続的に国内においては JFW ジャパン・クリエーション、海外

においては欧米のテックスワールドに出展ブースを構え需要拡大を支援しているが、今

後はよりハイグレードなゾーンを狙える海外展への出展も視野に入れているところで

ある。 

以上所信の一端を述べましたが、今後も全力で諸問題解決に取り組む所存であります

ので、会員各位の絶大なるご支援ご協力を心からお願い申し上げ新年の挨拶と致します。 

 

 
 

◇ 当会 新年理事会・総会及び新年懇親会を開催 ◇ 
 

 工業会及び連合会の新年理事会・総会が１月１７日、ホテルグランドパレスにおいて

開催された。また、引き続いて開催された新年懇親会には、経済産業省から製造産業局

上田局長、田川繊維課長ほか担当課長補佐及び担当係長が出席し盛大に行われた。 

なお、工業会並びに連合会における辞任された役員の後任について、以下の方が選任

された。 

工業会 評議員  田村 憲一（十日町） 

連合会 理事   田村 憲一（新潟） 
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◇平成２４年度繊維関連予算案について◇ 

平成２３年１２月２６日 

経 済 産 業 省 

製造産業局 繊維課 

平成２４年度の繊維関連予算案は、炭素繊維の研究開発予算について要望枠も活用し、

昨年度比で増額措置としている。また、中小企業向け予算やクールジャパン関連予算と

いった繊維産業も活用できる業種横断的施策も措置しており、その概要は以下のとおり。 

 

１． 炭素繊維等の研究開発予算 

革新炭素繊維基盤技術開発

（通常枠：３．４億円要望枠：４．１億円） 

               ７．５億円【要望枠】 

平成２３年度予算額：２．５億円 

予算要求課：産業技術環境局研究開発課 

製造産業局繊維課 

炭素繊維の製造時の消費エネルギー・CO2 排出量の半減と大幅な生産性向上を図るた

め、新たな製造プロセスに係る基盤技術の開発を行う。 

 

 

革新炭素繊維製造プロセス技術開発

予算要求課：産業技術環境局研究開発課 

             １．８億円【新規】 

製造産業局繊維課 

炭素繊維製造時の消費エネルギー・ＣＯ２排出量の半減及び生産性の大幅向上を実現

するため、「革新炭素繊維基盤技術開発」で得られた基盤技術を活用し、実用化に向け

て以下の生産基本技術に関する研究開発を行う。 

①量産化に向けた新規炭素繊維前駆体の合成・製糸技術の確立 

②マイクロ波による炭化技術、プラズマを利用した表面処理技術・排 

ガス無害化処理技術の確立 

 

ＮＥＤＯ（新エネルギー・産業技術総合開発機構）運営費交付金 

サステナブルハイパーコンポジット技術の開発 

２．４億円 

平成２３年度予算額：４．９億円 
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予算要求課：産業技術環境局研究開発課 

製造産業局繊維課 

加工の迅速性やリサイクル性を向上させることのできる熱可塑性樹脂を用いた新た

な炭素繊維複合材料（サステナブルハイパーコンポジット）の開発を行う。具体的には、

①易加工性中間基材の開発、②高速成形技術の開発、③接合技術の開発、④リサイクル

技術の開発の研究開発項目を実施する。 

 

ＮＥＤＯ（新エネルギー・産業技術総合開発機構）運営費交付金 

グリーンセンサ統合制御システム制御開発プロジェクト 

７．５億円 

平成２３年度予算額：７．５億円 

予算要求課：産業技術環境局研究開発課 

製造産業局産業機械課 

製造産業局繊維課 

オフィスビルや工場等でのエネルギー消費量や二酸化炭素排出量の把握（見える化）

及びマネジメント（最適化）を行い、低炭素社会の実現に寄与するため、自立電源・無

線通信・メンテナンスフリーの革新的MEMS センサを開発するとともに、これを建物内

に設置し、柔軟かつ統合的にエネルギー制御を行うシステムの開発を行う。特に、繊維

関係では、ナノファイバー構造型光電／熱電変換材料技術による自立電源を開発する。 

 

２．中小企業関連予算 

海外展開を行う中小企業の経営基盤強化事業

【要望枠】 

           ２４億円【新規】 

予算要求課：中小企業庁新事業促進課 

２０１１年６月に「中小企業海外展開支援会議」でとりまとめた「中小企業海外展開

支援大綱」を踏まえ、出資機関を通じて海外展開を行う中小企業等の資本増強のための

投資を行う。 

 

グローバル技術連携支援事業

【要望枠】 

                   ６億円【新規】 

予算要求課：中小企業庁創業・技術課 

海外への販路開拓を図るため、ニッチ分野等の世界市場獲得を目指す中小企業の連携
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体が取り組む技術流出対策（試作品開発等）、現地での基準認証や規制への対応のため

の調査等を支援する。 

 

中小企業海外展開等支援事業

平成２３年度予算額：２５億円 

                     ２８億円 

予算要求課：通商政策局通商政策課 

中小企業庁新事業促進課 

中小企業の海外展開を支援するため、日本貿易振興機構及び中小企業基盤整備機構が

連携し、中小企業の外国対応の準備支援、国内外展示会への出展支援、海外バイヤーの

招聘等を実施する。 

 

新事業活動促進支援補助金

平成２３年度予算額：３１億円 

                      ２０億円 

予算要求課：中小企業庁新事業促進課 

地域の基幹産業である商工業と農林漁業の連携を支援する農商工連携促進法や、異分

野の中小企業の連携を支援する新事業活動促進法に基づき、中小企業者が新商品・新サ

ービスを開発・販売する取組を支援する。 

 

ＪＡＰＡＮブランド育成支援事業（補助金）

平成２３年度予算額：６億円 

                ４億円 

予算要求課：中小企業庁新事業促進課 

中小企業の新たな海外販路の開拓につなげるため、地域における複数の中小企業が協

働し、自らの持つ素材や技術等の強みを踏まえた戦略の策定支援を行うとともに、それ

に基づいて行う商品の開発や海外市場開拓の取組に対する支援を実施する。 

 

１０億円【新規】【要望枠】 

経営資源融合を行う中小企業の資本力強化事業 

予算要求課：中小企業庁企画課 

出資機関による出資を通じて、経営資源融合（合併）を行う中小企業の資本力強化や

事業引継支援を行う。 

 

戦略的基盤技術高度化支援事業                   １３２億円 
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平成２３年度予算額：１５０億円 

予算要求課：中小企業庁創業・技術課 

我が国製造業の国際競争力の強化と新たな事業の創出を目指し、「特定ものづくり基

盤技術」の高度化に資する中小企業の研究開発から試作まで含む取組を支援する。 

 

３．クールジャパン戦略関連予算 

クリエイティブ産業海外展開推進事業

平成２３年度予算額：１１．５億円 

                ９．２億円 

予算要求課：商務情報政策局クリエイティブ産業課 

｢クールジャパン｣と呼ばれ人気が高いコンテンツやファッションなどについて、相手

国市場にあわせて業種を超えたパッケージ化による日本のブランド価値向上を行う民間

企業の取組を支援し、クールジャパンを競争力の源泉とする新たな産業群を創出する。 

 

 

◇ＥＵの繊維製品輸入に関する原産地証明書要求を廃止◇ 

 

経済産業省製造産業局繊維課通商室はＥＵ向け繊維製品の輸出に当たっては、これま

でＥＵ側から原産地証明書又は原産地申告書の提出を求められていましたが、今後提出

が不要となったことを発表した。 

１．ＥＵは、２０１１年９月１４日付のＥＵ理事会規則第９５５／２０１１号によ

り、繊維製品の輸入時に原産地証明書又は原産地申告書の提出を求めるＥＵ規則を

廃止する規則を定め、この規則は２０１１年１０月４日付で公布されました。  

２．これにより、今後、ＥＵ向け繊維製品輸出に当たっては、原産地証明書又は原

産地申告書の提出が不要であることの確認がとれましたので、お知らせします。 

(補足) 

原産地証明書の要求については、ＥＣ(欧州共同体)時代の１９７８年６月、輸入品の数量規制

を主な目的として発効。その後日本製を装った中国、韓国製品の輸入防止に効力を発揮したが、

こうした製品が減少したためＥＵの輸入業者から廃止の要望があがっていた。現地での確認や国

内の関係業者への連絡を行ってからの発表となった。 

なお、第三国からＥＵへの輸出時に一般特恵制度(GSP)を利用する場合や、自由貿易協定(FTA)

を活用するための原産地証明は引き続き必要となる。 
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◇「平成24年度経済センサス-活動調査」の協力要請について ◇ 

 

平成２４年１月１２日付けで経済産業省繊維課から標記の件について協力要請があ

りました。依頼内容は次のとおりです。 

当省は総務省と共同で、２月に「平成24年経済センサス-活動調査」を実施します。

本調査では、我が国にある全ての事業所・企業を対象に経済活動の状況を把握する、

いうならば、経済の国勢調査であり、今回初めて実施します。 

※統計法（平成19年法律第53号）に基づく基幹統計調査であり、正確な統計作成の

ため、報告の義務があります。 

つきましては、全数調査となるので、団体の皆様におかれましては、傘下の企業等

に本調査を周知し、協力していただくようお伝えください。また、本調査実施により、

調査範囲が重複するため、21年商業統計調査、23年工業統計調査、23年特定サービス

産業実態調査が中止になります。企業等に混乱のないようお願いいたします。 

 

(調査依頼) 

関係団体各位 殿 

平成 年 月 日 

経済産業省 

平成 24年経済センサス‐活動調査への協力について（依頼） 

 

経済産業省は総務省と共同で、平成 24年２月に「平成 24年経済センサス-活動調査」

（以下、「本調査」といいます。）を実施します。本調査は、我が国にある全ての事業所・

企業を対象に経済活動の状況を把握する、いわば「経済の国勢調査」

本調査は、我が国の産業構造を包括的に明らかにするとともに、事業所・企業を対象

とする全ての統計調査の基礎となる極めて重要な統計調査です。 

として、今回初め

て実施するものです。 

これにより、我が国の全ての産業分野の経済活動の状況が、同一時点で初めて明らか

になるとともに、地域別の産業構造についても明らかになります。その結果は、国・地

方公共団体の産業政策等の様々な行政施策での利用だけでなく、国民の共有財産として、

各方面で広く利活用されます。 

つきましては、本調査の趣旨、必要性を御理解いただきますようお願い申し上げます

とともに、

【問い合わせ先】 

平成２４年１月下旬までに、別添の資料送付等を通じて、貴団体の加盟各社

に周知いただきますようお願い申し上げます。 

 経済産業省大臣官房調査統計グループ構造統計室 経済センサス班 

 電話：03-3501-1511（代）内線 2881～2884 



 ９ 

 Ｅ－メール：e-census@meti.go.jp 

【経済センサス‐活動調査の HP情報】 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/census/censusgaiyo.html#menu13 

 

 

(別添) 

平成 24年経済センサス‐活動調査の実施について 

経済産業省大臣官房調査統計グループ 

総務省統計局 

経済産業省及び総務省では、平成 24年２月に「経済センサス-活動調査」を実施しま

す。 

 

「経済センサス‐活動調査」は、政府として初めて実施する調査であり、 

 

 ・我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の実態を同一時

点において把握する 

 ・全数調査により全国的及び地域別に、各産業ごとに経済活動の実態を把

握する 等 

 

を目的としており、平成23年１年間の売上高などの経理事項を全産業共通して把握す

ることとしております（「平成24年経済センサス‐活動調査の概要」参照）。 

この調査は、政府として重要な調査として位置づけており、統計法（平成19年法律第

53号）に基づいた報告義務のある調査（基幹統計調査）であり、調査結果は、産業ごと

の売上高、従業員数、事業所数等を全国別地域別に公表するなど、全数調査結果として

様々な利活用ができるものと考えております。 

  

つきましては、「経済センサス‐活動調査」の趣旨をご理解いただき、ご記入・ご提

出いただきますよう、お願い申し上げます。 

 

【問い合わせ先】 

※調査票は１月末までに①支社を有する企業には本社宛に郵送し、②支社を有しない

企業については調査員が訪問し配布を行いますので、お手元に、未到達の場合には、下

記問い合わせ先までご連絡ください。 

 経済産業省大臣官房調査統計グループ構造統計室 経済センサス班 

 電話：03-3501-1511（代）内線 2881～2884 

 Ｅ－メール：e-census@meti.go.jp 

【経済センサス‐活動調査の HP情報】 

http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/census/censusgaiyo.html#menu13 
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平成 24年経済センサス‐活動調査の概要 

 

【調査の目的】 

この調査は、我が国の全産業分野における事業所及び企業の経済活動の状況を全国的

及び地域別に明らかにするとともに、各種統計調査の基礎となる母集団情報の整備を図

ることを目的としています。  

 

【調査の期日】 

平成 24 年２月１日現在で実施します。 

【調査の対象】 

全ての事業所・企業が対象です。 

【調査事項】 

経営組織、事業所の開設時期、従業者数、事業所の主な事業の内容、売上及び費用の

金額、事業別売上金額などを記入していただきます。 

【法的根拠】 

「統計法」（平成 19年法律第 53号）に基づく基幹統計調査として実施します。 

【調査の方法】 

 ①支社等を有する企業（経済産業省担当） 

  国が委託した民間事業者を通じて郵送で調査します。 

  調査票等は郵送いたしますが、回答はインターネットも利用できます。 

 ②支社等を有しない企業（総務省担当） 

  都道府県知事が任命する調査員が訪問して調査します。 

【調査のスケジュール】 

 平成 24年１月に調査票等を配布します（※）。 

  提出は平成 24年 2月から 3月末です（詳しくは調査票配布時にご連絡いたします。） 

  ※一部の雪の多い地域に所在する支社等を有しない企業（調査員が訪問する方

法）ついては、平成 23年 12月に配布いたします。 

【調査結果の公表方法及び時期】 

 （１）公表の方法 

インターネット（ｅ-Stat）及び印刷物により公表します。 

（２）公表の時期 

速報集計結果は平成 25年１月末、確報集計結果は平成 25年の夏ごろから順次

公表予定です。 
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◇ 「資金調達ナビ」最新の支援情報(全国版) ◇ 

◇  

中小機構では、 J-Net21 スタッフが全国の省庁や都道府県庁、支援センター

などの公的機関のサイトに発表されている WEB 情報を収集し、 リンク情報と

して紹介しています。資金制度、募集中の資金情報を資金調達の目的、方法、

都道府県別に検索できますので実施されている事業にあわせて情報を入手す

ることができます。 

 

中小機構ホームページhttp://j-net21.smrj.go.jp/raise/index.html 
   
 

(日絹ホームページからもリンクしていますので御利用下さい) 

(全国版) 

平成 23 年度「地域経済産業活性化対策費補助金（被災地の伝統工芸品等を活用したクー

ル・ジャパン海外展開事業）」に係る補助事業者の公募について＜平成23年度第3次補正予

算事業＞(経済産業省) 

被災地域の伝統工芸品等の分野において、海外市場の開拓（テストマーケティング、ビジ

ネスマッチング等）を支援し、被災地域の風評被害を払拭し、海外販路を拡大することで、被

災地域の持続的な復興・振興や地域経済の活性化を図るものです。募集期間： 2011/12/27

～2012/1/31 

 

原子力災害に伴う「特定地域中小企業特別資金」の開始について(中小企業庁) 

福島県と経済産業省は、中小企業基盤整備機構の高度化融資スキームを活用し、原子

力発電所事故の被災区域から移転を余儀なくされる中小企業等が、福島県内の移転先に

おいて事業を継続・再開、雇用を維持するために必要な資金の融資申請を、6月 1日よ

り受付開始します。募集期間： 2011/6/1 ～ 2012/3/31  

 
中小・小規模企業向け「東日本大震災復興特別貸付」の創設  (日本政策金融公庫) 

東日本大震災の発生を受けて創設された貸付制度であり、既存の複数の融資制度を一本

化し、融資限度額や金利引き下げ措置等を大幅に拡充したものです。とりわけ、直接・間接

的に被害を受けた方に対しては、「別枠」を用意しています。更に、風評被害等による影響か

ら資金繰りが著しく悪化している方も貸付対象としています。募集期間： 2011/5/23 ～  

 
中小企業緊急雇用安定助成金   (厚生労働省(ハローワーク)) 

景気の変動、産業構造の変化その他の経済上の理由により、事業活動の縮小を余儀な

くされた事業主が、その雇用する労働者を一時的に休業、教育訓練又は出向をさせた場

合に、休業、教育訓練または出向に係る手当若しくは賃金等の一部を助成します。 

http://j-net21.smrj.go.jp/srch/navi/index.jsp�
http://j-net21.smrj.go.jp/raise/index.html�
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.meti.go.jp%2Finformation%2Fdata%2Fc111227cj.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2011-12-28,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU�
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.meti.go.jp%2Finformation%2Fdata%2Fc111227cj.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2011-12-28,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU�
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.meti.go.jp%2Finformation%2Fdata%2Fc111227cj.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2011-12-28,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU�
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.chusho.meti.go.jp%2Fearthquake2011%2F110523NCA-T-Fin.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2011-05-23,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU�
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.jfc.go.jp%2Fcommon%2Fpdf%2Fnews230510a.pdf&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2011-05-11,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU�
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.mhlw.go.jp%2Fgeneral%2Fseido%2Fjosei%2Fkyufukin%2Fa01-2.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2010-07-09,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU�
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受付期間： 平成２０年１２月から当面の間 

 

経営環境変化資金（セーフティネット貸付）  (日本政策金融公庫 国民生活事業) 

社会的、経済的環境の変化などにより、一時的に業況の悪化を来している中小企業者

に対し、経営基盤の強化を図るための資金を融資します。融資額は 4,800万円以内です。

受付期間： ～ 2012/3/31  

 

金融環境変化資金（セーフティネット貸付）  (日本政策金融公庫 国民生活事業) 

金融機関との取引状況の変化により、一時的に資金繰りに影響を受けている中小企業

者に対し、経営の安定を図るための資金を融資します。融資額は別枠 4,000万円以内で

す。受付期間： ～ 2012/3/31  

 

取引企業倒産対応資金（セーフティネット貸付） (日本政策金融公庫 国民生活事業) 

取引企業などの倒産により経営に困難を来たしている中小企業者に対し、企業の運営

上一時的に必要となる資金を融資します。融資額は別枠 3,000 万円以内です。 

受付期間： ～ 2012/3/31  

 

 
 
動 向  
 

１２月２２日 日本繊維産業連盟第５５回繊維通商問題研究会 

(平成２４年) 

  １月 ５日 東京織物商業組合 新年賀詞交換会 

１月 ６日 大日本蚕糸会 新年賀詞交歓会 

１月１０日 日本国際貿易貿促協会２０１２年新年賀詞交換会 

１月１１日 日本繊維輸出(入)組合 平成２４年新年賀詞交歓会 

１月１２日 大日本蚕糸会 蚕糸絹情報連絡会 

１月１３日 中金会平成２４年新年合同賀詞交歓会 

１月１７日 当会正副会長・正副理事長会議 

１月１７日 当会工業会・連合会合同理事会・評議員会・臨時総会 

１月１７日 当会 新年懇親会 

１月１７日 日本アパレルファッション協会 賀詞交歓会 

１月１８日 日本繊維産業連盟 平成２４年役員総会・新春講演会・パーティー 

 

 

http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.k.jfc.go.jp%2Fyuushi%2Falready%2Ftyuusyo%2Fspsearch%2Fsafty%2F07_keieisien_m.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2010-01-12,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU�
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.k.jfc.go.jp%2Fyuushi%2Falready%2Ftyuusyo%2Fspsearch%2Fsafty%2F05_kinyuukankyou_m.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2010-01-12,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU�
http://j-net21.smrj.go.jp/MAIN/cgi-bin/contentslog.cgi?url=http%3A%2F%2Fwww.k.jfc.go.jp%2Fyuushi%2Falready%2Ftyuusyo%2Fspsearch%2Fsafty%2F06_tousanntaisaku_m.html&JFILE=/headline/support/,SUBCATEGORY=%E8%A3%9C%E5%8A%A9%E9%87%91%E3%83%BB%E5%8A%A9%E6%88%90%E9%87%91%E3%83%BB%E8%9E%8D%E8%B3%87%E5%88%B6%E5%BA%A6,DATE=2010-01-12,NEW=new&FROM=SHIENJOUHOU�
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会議予定 
 
☆ 日本繊維機械協会 新年賀詞交歓会 

１月１９日（木）１２時 於 東海大学校友会館 

☆ 日本繊維産業会議拡大常任委員会 

１月２０日（金）１５時 於 UIゼンセン同盟本部 

☆ 繊維流通構造改革推進協議会 平成２３年度第１回理事会 

１月２５日（水）１４時 於 TFTビル 

☆ 日本繊維倶楽部第５回セミナー・第 298 回繊維午餐会・平成 23年度第 4回理事会 

１月２６日（木）１４時 於 KKRホテル東京 

☆ 和装教育国民推進会議 24年度東京都支部推進会議 

１月２７日（金）１４時 於 きゅりあん 

☆ 日本繊維産業連盟第５６回繊維通商問題研究会 

１月３１日（火）１４時 於 繊維会館 

☆ 全国中央会平成２３年度全国団体事務局代表者会議 

２月２日（木）１３時４０分 於 郡山・会津若松会場 

☆ 日本ファッション教育振興協会「服の日記念パーティー」 

２月９日（木）１６時 於 アルカディア市ヶ谷 

☆ 全国中小企業共済財団 H23年度第 25回講演会 

２月１０日（金）１５時３０分 於 ルポール麹町 

☆ UI ゼンセン同盟「2012年度繊維産業シンポジュウム」 

２月１３日（月）１３時 於 全日通霞ヶ関ビル 

 

 

 

 

 

イベント 
 
☆ ＪＦＷ International Fashion Fair 

１月２５日（水）～２７日(金)１０時～１８時 

  会場：東京ビッグサイト  

☆ ＪＦＷ－ＩＦＦ繊研ファッションビジネス懇話会 

１月２５日（水）１６時～ (１８時から新年会) 

  会場：東京ビッグサイト  

☆ THE 73rd  TOKYO  INTERNATIONAL  Gift show  

２月８日（水）～１０日(金) 

  会場：東京ビッグサイト  
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☆ 長浜きもの早春のつどい 

２月９日（木）１８時～２０時３０分 

  会場：浜湖月・慶雲館 

☆ 第１１回大邱國際繊維博覧会(Preview In ＤＡＥＧＵ) 

３月７日（木）～９日(金)１０時～１８時(最終日は１７時まで) 

  会場：エッスコ(ＥＸＣＯ)韓国大邱市 
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